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ま え が き 

 

 雇用政策を適切に策定し運営するためには、雇用変動や労働市場の動向を的確に把握し、

これを適時に反映させる必要がある。我が国においてもハローワークにおける情報をはじめ

各種の労働関係統計に基づき労働市場の分析が行われている。 

一方、企業活動や労働を巡る環境は著しく変化し、求人や求職の活動についても、必ずし

もハローワークを通じるもののみならず、インターネットや民間の職業紹介機関によるもの

などの多様化もみられるところである。 

このような中、平成 21 年 3 月 13 日に閣議決定された「公的統計の整備に関する基本的な

計画」においても、ハローワークを通じた求人・求職活動のみではなく、他のルートによる

ものも含めた総合的な労働の需給動向を示す指標の実現可能性についての検討が指示された

ところである。 

これを受け、厚生労働省から当機構に対し、主として求人に関する指標の検討に資するよ

う、産業全体の求人、欠員に関する統計の整備が進んでいる米国、ＥＵ諸国等の実態把握の

ための本調査研究が要請された次第である。当機構においては、専門の研究者の方々のご協

力を得て、研究会を開催するとともに海外調査を実施し、その結果を本書として取りまとめ

た。 

もとより、総合的な労働力需給指標の検討に当たっては、費用対効果、既存の統計との比

較・整合性等の諸問題について慎重な分析と考察が必要である。その際、本書が諸外国の実

情に係る客観的データを提供するものとして、お役に立てれば幸いである。 

 最後に、ご多忙の中、本調査研究にご参加いただき海外調査、報告書の執筆等をしていた

だいた明治学院大学経済学部教授・笹島芳雄氏、神戸大学大学院経済学研究科教授・三谷直

紀氏、獨協大学経済学部教授・阿部正浩氏の各先生方に厚く御礼申し上げたい。 
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